
第6 回社会技術研究シンポジウム第6 回社会技術研究シンポジウム

社会技術研究の体系化と社会技術研究の体系化と
解決策立案・設計の方法論解決策立案 設計の方法論

東京大学 堀井秀之



社会技術研究に関する研究の必要性社会技術研究に関する研究の必要性

年社会技術 究• ２００１年社会技術研究システム

• ２００５年５月 ＪＳＴ社会技術研究開発センター２００５年５月 ＪＳＴ社会技術研究開発センタ

• ミッション・プログラムⅠ「安全性に係わる社会
問題解決のための知識体系の構築問題解決のための知識体系の構築」

２００１年７月～２００６年３月

• 社会技術研究会２００３年～

社会技術研究シンポジウム第１ ６回• 社会技術研究シンポジウム第１～６回

• 社会技術研究論文集第１～６巻：論文１６８編



社会技術の定義社会技術の定義

社会問題の解決 効率的な社会運営など 社• 社会問題の解決、効率的な社会運営など、社
会的価値を実現するための広い意味での技術

• 広い意味での技術：
工学的な技術だけでなく、法律、保険、教育工学的な技術だけでなく、法律、保険、教育
、社会規範、コミュニケーションなどの社会
制度なども技術と捉える

• 産業のための技術：産業技術
社会のための技術 社会技術社会のための技術：社会技術



社会技術開発の方針社会技術開発の方針

学的な技術と社会的な技術をうまく組 合わ る• 工学的な技術と社会的な技術をうまく組み合わせる

• 社会技術をシステム技術と捉える：
システム技術とは、要素技術を組み合わせたもの

• 科学技術を社会問題解決に活用科学技術を社会問題解決に活用
科学技術だけでは社会問題は解決できない



社会技術研究の特徴社会技術研究の特徴

問題解決型研究• 問題解決型研究

プ• 俯瞰的アプローチ

– 問題の全体像の把握

– 文理協働：科学技術と社会制度を組み合わせた
新しい問題解決策を提示

– 分野を超えた知の活用



俯瞰的アプローチ俯瞰的アプロ チ

問題の全体像把握• 問題の全体像把握

• 文理協働：活用できる知識の総動員

科学技術と社会制度を組み合わせた解決策

• 分野を超えた知見の活用

類似分野の知識・経験・成功事例の活用類似分野の知識 経験 成功事例の活用



問題の全体像の把握問題の全体像の把握

現象・メカニズム

経済的側面
技術的側面

多様な
ステ ク ホルダステーク・ホルダー

政治的側面 文化的側面

多様な
社会システム

倫理的側面倫理的側面



文理協働：活用できる知識の総動員文理協働：活用できる知識の総動員

科学技術と社会システムの組み合わせによる新たな解決策

社会技術
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分野を超えた知の活用分野を超えた知の活用

類似分野における知識・経験・成功事例の活用類似分野における知識・経験・成功事例の活用類似分野における知識 経験 成功事例の活用類似分野における知識 経験 成功事例の活用

一般的方法論
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社会技術
の評価の評価

問題解決のプロセス

社会技術社会技術 社会技術
の設計

社会技術
の実装



状況の変化影響分析 多元的価値
評価評価

社会技術の設計

問題の分析解決策 問題の分析解決策
社会技術

立案



社会技術研究論文集の分析社会技術研究論文集 分析
高知工科大学中川善典

掲載論 編• 掲載論文vol. 2～6：１２５編

• 研究の着眼点（社会問題解決プロセスのどの研究の着眼点（社会問題解決プロセスのどの
段階に着目するか）

研究目的• 研究目的

• 研究目的を遂行するアプローチ（データ収集研究目的を遂行するアプロ チ（デ タ収集
や分析の方法）

研究の基本的立場 （前提とする社会的／個• 研究の基本的立場 （前提とする社会的／個
人的価値）



VOL No 論文タイトル

研究の着眼点（社会問題解決プロセスのどの段階に着目するか） 研究目的 研究目的を遂行するアプローチ（データ収集や分析の方法） 研究の基本的立場 （前提とする社会的／個人的価値）

問題分析や
目標設定

社会の問題点の解決策や目標の達成策の種類

解決策や達成
策の影響予測
や多元的評価

自ら考案した
対策の実装

特定の問題解
決に貢献

手法構築
基礎的な科学
的知見の創出

その他 歴史分析 政治過程分析
比較分析（国
際比較／分野

間比較）

アクター分析
／アクターへ
の面接調査

有識者への面
接調査

シナリオ分析 質問紙調査 実証実験
対象者を観察
（エスノグラフィ

等）

文献・アーカイ
ブ利用

統計学的分析
経済学的／

ゲーム理論的
分析

因果ネットワー
クの可視化

その他

安全／安心 環境改善／保全

国家安全保障
（食料／エネルギー／軍事

他）

地域活性化／
地域の持続可

能性

価値実現策の
質的向上

実現策導入過程の質的向上

「社会の問題
点」自体の分

析

「社会の問題点」改善上の問
題点の分析

社会目標の探
索

法制度の構築
民間制度や組
織間関係の構

築

組織内制度の
構築

ハード技術の
開発と普及

情報技術の開
発と普及

教育などによ
る認識変容促

進

情報の非対称
性解消

その他
種類は特定せ

ず
事件／事故防

止
災害防止 安心 脱炭素

省エネ／省資
源

生物保全
全体像把握に
よる大局的最

適化

知識の活用による質的向上
人的／金銭的資源の活用に

よる質的向上 手続き的公正

合意形成／相
互理解／共通
認識醸成

6 1
スキャニング手法を用いた社会技術問題シナリオ作成の試み

1 1 1 1 1 1

6 2
市民と専門家の原子力安全に対する視点の違い

1 1 1 1 1 1

6 3
米国原子力事業における秘密情報管理と我が国への示唆

1 1 1 1

6 4
日本におけるテクノロジーアセスメント―概念と歴史の再構築

1 1 1

6 5
使用済み蛍光管の回収を促す経済的手法の評価

1 1 1 1 1 16 5 1 1 1 1 1 1

6 6

無人運転技術を用いた車両共有システムの導入に伴う環境影響に関する分析

1 1 1 1 1 1 1

6 7

再生可能エネルギー技術の導入に係る社会的意思決定プロセスのデザイン

1 1 1 1 1 1

6 8

旧佐原市地区におけるまちづくり型観光政策の形成プロセスとその成立要因に関する分析

1 1

6 9

千葉県香取市の農業政策に関する関係者の問題構造認識に関する分析と実行可能な政策課題の抽出

1 1 1 1 1

6 10
地方自治体の持続可能性に関する関係アクターの問題構造認識

1 1 1 1 1

6 11
地方中核都市へのLRT導入をめぐる都市交通問題の構造化

1 1 1 1 1

6 12
地方部ITSの効果構造の分析と評価プロセスの提案

1 1 1 1

6 13
子供の製品事故の現状と事故情報システムの課題

1 1 1 1

6 14
振り込め詐欺への神経科学からのアプローチ

1 1 1 1

6 15
社会課題とその解決に結びつく科学技術に関する有用知識の抽出

1 1 1

5 1
省エネ技術の研究開発・導入普及と公共政策

1 1 1 1 1

5 2

ステークホルダー分析手法を用いたエネルギー･環境技術の導入普及の環境要因の構造化

1 1 1 1 1

5 3

環境技術の社会導入に関する政策プロセスにおける分野横断的ネットワークと公共的企業家機能に関する分析

1 1 1 1 1 1

5 4

東京都ロード・プライシング導入に対する物流関係者の問題構造認識に関する分析

1 1 1 1 1

5 5
栃木県足利市における地域医療連携のステークホルダー分析,

1 1 1 1 1 1

5 6
政策・施策の立案に関する方法論と行政経営システムの構築

1 1 1 1 1 1 1 1 1

5 7
無作為抽出をもとにした市民会議参加者の代表性の検討

15 7 1

5 8
地域社会の課題解決に向けた住民討議プロセスに関する実験的分析

1 1 1 1

5 9
MARKALモデルの地方自治体への適用に関する研究

1 1 1

5 10
廃棄物からの人工リン資源回収

1 1 1 1 1 1

5 11
新葛飾病院における院内医療ADRの取り組み

1 1 1 1 1

5 12
医療事故無過失補償制度の論点

1 1 1 1 1

5 13
イギリス及びアメリカにおける動物実験規制の比較分析

1 1 1

5 14
IT障害に関する分野横断的演習の取組み

1 1 1 1 1

5 15
情況を考慮した危機対応における組織ヒューマンモデルの構築

1 1 1 1 1 1 1 1 1

5 16
鉄道事業におけるリスク評価手法適用の試み

1 1 1 1 1 1

5 17

安全・安心に係る人文・社会科学分野における学術研究フロンティアの抽出

1 1 1 1

5 18
相互依存性解析 : 研究開発動向と課題

1 1

5 19
オントロジーを利用した分野特化型情報検索技術の社会的実装

1 1 1 1 1 1

5 20
文書クラスタリングによるトピック抽出および課題発見

1 1 1 1

4 1
問題解決の設計手法に関する検討―防災投資報告制度の提案を通じて

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

4 2

社会技術の多元的評価フレームワークの提案―診療ナビゲーションシステムを例に

1 1 1 1 1 1

4 3

安全・安心に係わる「シーズとニーズのマッチング体制の構築」及び「知のネットワーク構築」に関する考察

1 1 1 1 1 1

4 4

医療事故調査のための第三者機関創設への課題―診療行為に関連した死亡の調査分析に関するモデル事業を素材にして

1 1 1 1

4 5
法整備による超高齢社会の介護システムの確立―日英法比較研究―

1 1 1

組織構成員の失敗予知能力を高めるためのソフトウェアの開発
4 6

組織構成員の失敗予知能力を高めるためのソフトウ アの開発
1 1 1 1 1

4 7
Webマイニングを用いた因果ネットワークの自動構築手法の開発

1 1 1 1

4 8
ナノテクノロジーの社会的影響に関する問題の構造化

1 1 1 1 1 1 1 1

4 9
爆弾テロのリスク評価手法について

1 1 1 1

4 10

関係主体間の相互関係に着目した広域交通計画におけるシナリオ分析手法の提案

1 1 1 1 1 1

4 11
油流出事故対策における市民と行政との協働に向けた検討課題

1 1 1 1 1

4 12

地震災害に関わるステイクホルダーの情報授受メカニズムの解明～2004年新潟県中越地震に対する事例分析～

1 1 1 1 1

4 13
分散剤使用における漁業者と行政のコンフリクトに関する研究

1 1 1 1

4 14

高レベル放射性廃棄物の最終処分地選定に関わる地質環境調査の社会技術的アプローチ

1 1 1

4 15
「市民」にとってのエネルギー科学技術政策の概念と分析

1

4 16

安全規制における「独立性」と社会的信頼―米国原子力規制委員会を素材として

1 1 1 1

4 17
緊急時対応型コミュニケーション支援システムと運用手法の提案

1 1 1 1 1 1

4 18

マルチメディアプレゼンテーションシステムSPOCを用いた社会問題に関する情報提供とウェブログを用いた情報発信に関する実験報告

1 1 1 1

3 1

シナリオ・プランニング手法による東アジアのエネルギー危機の分析と日本の科学技術戦略

1 1 1 1 1 1

3 2

原子力安全規制における米国産業界の自主規制体制等民間機関の役割とその運用経験:日本にとっての示唆

1 1 1 1

3 3
知識生産のモード論とマネジメント手法

1 1 1

3 4
リスク特性とリスクガバナンス構造の類型化及び関係分析の試み

1 1 1 1 1 1 1

安全法制度設計における原情報収集に関する論点：選択肢と考慮事項
3 5

安全法制度設計における原情報収集に関する論点：選択肢と考慮事項
1 1 1 1 1

3 6
安全確保に向けた損害保険制度設計オプションと評価の視点の検討

1 1 1 1 1

3 7
森永ヒ素ミルク中毒事件50年目の課題

1 1 1 1

3 8
コミュニティオントロジーを利用した情報検索

1 1 1 1 1

3 9

組織における違反と職業威信 ―有職者を対象としたサンプリング調査から―

1 1 1

3 10
主観的な職業威信とPro-social行動 ―消防官をサンプルに用いた検討―

1 1 1 1

3 11

合意形成のための住民意識構造モデルの構築―道路整備事業を題材として―, 

1 1 1 1 1 1 1 1

3 12

地震時の緊急避難行動を予測するシミュレーション手法の開発に関する基礎的研究

1

3 13
市民の要望する化学工場の安全情報に関する調査

1 1 1 1

3 14

再生可能エネルギー技術システムの形成と集合的意思決定過程の相互作用に関する分析

1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 15

原子力をめぐる社会意思決定プロセスの検討―巻町と北海道の発電所立地事例研究―, 

1 1 1 1 1 1

3 16
懸造形式を有する伝統木造建築物の常時微動特性と構造特性について

1 1 1 1

3 17
社会問題解決策の立案に資する分野横断的な知識活用手法の検討

1 1 1

3 18
医療安全向上に向けた包括的アプローチと社会技術の実装

1 1 1 1 1 1

3 19
デジタル著作権管理(DRM)に関する研究―経済学的アプローチ―, 

1 1 1

3 20

広域交通政策における問題把握と課題抽出手法―関東圏交通政策を事例とした分析―, 

1 1 1 1

3 21

医療安全確保のための現場の取組みと法制度―特に事故報告制度を中心に―, 

1 1 1 1

ウィンドファームの立地に係わる環境論争と社会意思決定プロセス
3 22

ウィンドファームの立地に係わる環境論争と社会意思決定プロセス
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 23

自動車交通事故対策における対策実施主体間のコンフリクト解消のための協働・連携に関する研究

1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 24

外来生物リスク問題に関する市民の認知と社会的ガバナンスへの要件―早期警戒と事前対応型リスクマネジメントに向けて―

1 1 1 1

3 25
社会的情報共有のための没入型会話環境の提案

1 1 1

2 1
社会技術の観点から見たrisk論の一問題

1 1 1

2 2
不確実性の分類とリスク評価－理論枠組の提案－

1 1 1 1 1

2 3
J.ザイマンのアカデミック科学モデル

1

2 4
サイエンスショップの社会技術的再考－デンマークの事例から

1 1 1 1

2 5

参加者行動・期待の公的コーディネーション：東京における低公害自動車導入の試み

1 1 1 1 1 1 1

2 6

市民参加による循環型社会の創生をめざしたステークホルダー会議の評価

1 1 1 1 1 1

2 7
風力発電の立地プロセスにおけるアクターの参加の場と意思決定手続き

1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 8

国際コンフリクトマネジメントの支援手法論：トゥンヒンブン水力発電プロジェクトの調査事例を通して

1 1 1 1 1

2 9
代替技術導入のための「ニッチ戦略」の分析―交通部門を事例として―,

1 1 1

2 10

中小製造企業の生残りのための技術経営戦略―縫製企業の事例から分析する市場・生産資源・生産地選択―, 

1

2 11

社会問題解決策の影響分析手法確立に向けた研究～既存不適格住宅耐震性向上問題を事例として

1 1 1 1 1 1 1

2 12

診療ナビゲーションシステムを題材とした社会問題解決策の影響分析ケーススタディ

1 1 1 1

2 13
社会問題解決策の設計と実装に資する多元的評価手法の提案

1 1 1 12 13 1 1 1 1

2 14
社会技術実現に向けての会話型知識プロセス研究方略

1 1

2 15
知識チャンネルを用いたリスクコミュニケーション支援

1 1 1 1 1

2 16
会話エージェントによる情報提供―非言語情報による重要概念の強調―

1 1 1 1

2 17
パノラマ画像による没入型会話環境

1 1 1 1

2 18
会話型知識プロセスのための言語情報のメディア変換

1 1 1 1

2 19
コミュニケーションツール評価手法の構築

1 1 1 1

2 20
津波防災の実態にみる安全・安心に関わる社会技術に関する基礎的研究

1 1 1 1 1 1 1

2 21

津波災害シナリオ・シミュレータを用いた尾鷲市民への防災教育の実施とその評価

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 22

社会情報を考慮した油流出事故用沿岸域脆弱性マップの利用に関する研究

1 1 1 1 1 1 1

2 23
トラブル報告のインセンティブと管理目標

1 1 1

2 24

SCGEモデルを用いた基幹交通網に関する地震リスクのパブリックマネジメント

1 1 1 1 1

2 25
安全・安心社会の構築に向けた科学技術政策立案の支援手法の提案

1 1 1 1 1 1 1 1

2 26

我が国の原子力規制構造にみる制度的硬直性と潜在的脅威―原子炉等規制法における問題点と改善提案―, 

1 1 1 1 1

2 27

原子力安全規制における第三者機関の役割－日仏米の国際比較と制度設計への示唆

1 1 1 1 1 1

2 28

米国における医療安全・質向上のための法システム－情報収集，行政処分，安全・質評価の観点から

1 1 1 1 1 1 1 1

2 29

医療事故情報システムの機能要件―米国の不法行為改革等との連関に着目して

1 1 1 1 1 1 1

フランスにおける航空事故をめぐる安全確保の法システム～日本への示唆～

2 30 1 1 1 1

2 31

製品の安全性確保に向けたリコール法制度、情報開示･報告制度のあり方に関する調査研究

1 1 1 1 1

2 32
食品安全をめぐるディスコミュニケーション－食品安全委員会への提言－

1 1 1 1 1

2 33
近年の食品問題の構造－「2002年食品パニック」の分析

1 1 1 1 1 1

2 34
内部告発者保護法に対する態度と個人特性

1 1 1 1 1 1 1

2 35
IAT (Implicit Association Test)の社会技術への応用可能性

1 1 1 1 1

2 36

会議分析のための数値シミュレーション技法-組織内集団に見られる意思決定モデルの開発-, 

1 1 1

2 37
潜在的「目上迎合性」の測定ツールの開発

1 1

2 38

社会事象に関する不安喚起モデル構成の試み-高病原性鳥インフルエンザを例として-, 

1 1 1 1

2 39
コミュニティを超えた知識共有のための原子力安全オントロジー設計方法

1 1 1 1 1

2 40
東電シュラウド問題にみる原子力管理への信頼の変化

1 1 1 1

2 41

原子力発電所トラブル隠し問題の解析に向けた階層的因果関係の対話的可視化

1 1 1 1

2 42
地震による石油タンク火災の技術的考察と社会問題

1 1 1 1 1 1

2 43
リスク認識のための木造骨組建物の地震時挙動とその人的被害について

1 1 1 1 1 1

2 44
地震被害の共通認識形成を目的とした広域都市モデルの構築にむけて

1 1 1 1 1 1

2 45
地震防災担当者のための耐震設計の共通化に関する基礎的研究

1 1 1 1 1 1

2 46

遺伝的アルゴリズムを用いた交通事故対策の効果分析モデルに関する基礎的研究

1 1 1 1 1

2 47
医療安全管理のための病院情報システムのトランザクションデータの利用

1 1 1 1



研究の着眼点研究 着眼

（社会問題解決プロセスのどの段階
に着目するか）に着目するか）

• 問題分析や目標設定：49.6%
– 「社会の問題点」自体の分析：40%
– 「社会の問題点」改善上の問題点の分析：18%「社会の問題点」改善上の問題点の分析：18%
– 社会目標の探索：4%



• 解決策や目標の達成策：104 8%解決策や目標の達成策：104.8%
– 法制度の構築：19.2%

民間制度や組織間関係 構築– 民間制度や組織間関係の構築：27.2%
– 組織内制度の構築：8%
– ハード技術の開発と普及：2.4%
– 情報技術の開発と普及：17 6%情報技術の開発と普及：17.6%
– 教育などによる認識変容促進：3.2%

情報の非対称性解消– 情報の非対称性解消：10.4%

• 解決策の影響予測や多元的評価：20.8%響

• 自ら考案した対策の実装：3.2%



研究目的研究目的
– 特定の問題解決に貢献：51.2%
– 手法構築：29.6%
– 基礎的な科学的知見の創出：14 4%基礎的な科学的知見の創出：14.4%

研究目的を遂行するアプローチ
（デ タ収集や分析の方法）（データ収集や分析の方法）

– 歴史分析：3.2%

– 政治過程分析：5.6%

– 比較分析（国際比較／分野間比較） ：15 2%– 比較分析（国際比較／分野間比較） ：15.2%

– アクター分析／アクターへの面接調査：17.6%



– 有識者への面接調査：0.8%

– シナリオ分析：4.8%シナリオ分析

– 質問紙調査：12%

実証実験：8%– 実証実験：8%

– 対象者を観察（エスノグラフィ等） ：0.8%

– 文献・アーカイブ利用：9.6%

– 統計学的分析：14.4%統計学的分析

– 経済学的／ゲーム理論的分析：4%

因果ネットワ クの可視化：4 8%– 因果ネットワークの可視化：4.8%

– その他：13.6%



研究の基本的立場
（前提とする社会的／個人的価値）

安全／安心 56%• 安全／安心：56%
– 事件／事故防止：36%
– 災害防止：14.4%
– 安心：5 6%安心：5.6%

• 環境改善／保全：19.2%
– 脱炭素：6.4%
– 省エネ／省資源：9.6%
– 生物保全：3.2%

• 国家安全保障（食料／エネルギ ／軍事他） ：2 4%• 国家安全保障（食料／エネルギー／軍事他） ：2.4%



• 地域活性化／地域の持続可能性：4.8%地域活性化／地域の持続可能性：4.8%
• 価値実現策の質的向上：9.6%

全体像把握による大局的最適化– 全体像把握による大局的最適化：2.4%
– 知識の活用による質的向上：5.6%
– 人的／金銭的資源の活用による質的向上：1.6%

• 実現策導入過程の質的向上：10 4%• 実現策導入過程の質的向上：10.4%
– 手続き的公正：0%
– 合意形成／相互理解／共通認識醸成：10.4%



安全／安心の追求を基本的立場とする
論文の割合の推移論文の割合の推移

0.6

0.4

0.5

0.2

0.3

0

0.1

VOL2 VOL3 VOL4 VOL5 VOL6

（解釈）安全／安心という価値を追求するという基本的な方向性
を持つ論文の割合は、年度ごとのばらつきはあるものの、大局
的には減少傾向にある これは 論文集の掲載論文が徐々に多的には減少傾向にある。これは、論文集の掲載論文が徐々に多
様化して来ている結果だと解釈できる。



各目的を有する論文の比率の推移各目 を有す 論文 率 推移

0 7
0.8

特定の問題
解決

0.5
0.6
0.7

解決

手法構築

0 2
0.3
0.4 手法構築

0
0.1
0.2

基礎的／科
学的知見創

VOL2 VOL3 VOL4 VOL5 VOL6
学的知見創
出

（解釈）基礎的 科学的な知見 創出を目的とした 間接的に問（解釈）基礎的・科学的な知見の創出を目的とした、間接的に問
題解決に貢献する純粋学術的な論文の比率は減少傾向にある。
一方 特定の社会問題を念頭に置き その問題の解決に直接方、特定の社会問題を念頭に置き、その問題の解決に直接
的に寄与しようとする論文の比率は顕著に増加している。
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件数（トータル１２５件） 4 7 19 22 1 6 15 10 1 12 18 5 6 17

研

問
題

「社会の問題点」
自体の分析

40 2 0 5 10 1 4 7 0 0 8 8 2 5 3
研
究
の
着
眼
点

題
分
析
や
目
標

設
定

自体の分析

改善上の問題点
の分析

18 2 6 6 6 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1

社会目標の探索 4 0 0 0 3 1 1 0 0 0 1 0 0 1 0

法制度 構築（
社
会
問
題
解
決

社
会
の
問
題
点

法制度の構築 24 0 2 12 4 0 0 1 0 0 1 1 0 0 4

民間制度や組織
間関係の構築

34 2 3 10 10 0 0 4 3 1 4 3 2 2 4

組織内制度の構築 10 0 0 1 1 0 1 4 0 0 0 3 0 0 2
決
プ
ロ
セ
ス
の
ど

点
の
解
決
策
や
目

類

ハード技術の開
発と普及

3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

情報技術の開発
と普及

22 0 0 0 1 0 0 2 6 1 2 5 1 0 6

教育などによる認ど
の
段
階
に
着
目

目
標
の
達
成
策

教育などによる認
識変容促進

4 0 0 0 0 0 0 3 1 0 0 1 0 0 1

情報の非対称性
解消

13 0 0 0 0 0 0 2 3 0 0 1 0 0 5

その他 14 1 1 2 2 0 1 4 1 0 1 3 1 1 1
目
す
る
か
）

の
種種類は特定せず 7 0 0 0 1 0 1 1 1 0 1 2 2 1 0

解決策の影響予測や多元的評価 26 0 0 3 7 0 2 4 7 1 0 6 1 2 4

自ら考案した対策の実装 4 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0 1 0 0 0



マトリックスの解釈１（直接読み取れる内容）マトリックスの解釈１（直接読み取れる内容）

社会問題の分析を行う論文では 情報収集手段としてアク• 社会問題の分析を行う論文では、情報収集手段としてアク
ターへのヒアリングを選ぶものと、文献や統計データを利用
するものとに二分される。

• 社会の中で問題解決がうまく行っていない原因を分析する
論文では、ヒアリングのほか、政治過程分析や国際／分野
間比較が行われる。

• 法制度構築を検討する論文では、国際比較に基づくことが
多い。一方、民間制度構築を検討する論文では、アクターへ
のヒアリングが行われることが多いのヒアリングが行われることが多い。

• 解決策の影響評価を行う論文では、アクターへのヒアリング
のほか、実証実験等のアプローチが用いられる。後者は、執
筆者自身が開発した解決策の評価を行う場合のアプロ チ筆者自身が開発した解決策の評価を行う場合のアプローチ
である。



マトリックスの解釈２（踏み込んだ解釈）

表は 現在における プ チ選択 傾向を示

マトリックスの解釈２（踏み込んだ解釈）

• この表は、現在におけるアプローチ選択の傾向を示
すものであるが、逆に考えれば、これまで通常は使
われなかったアプロ チを試すことの検討にも使えわれなかったアプローチを試すことの検討にも使え
るのではないか。

• たとえば 「法制度構築」では比較分析（国際比較）• たとえば、「法制度構築」では比較分析（国際比較）
が活用されることが多い。「民間制度構築」では比
較分析（分野間比較）が活用されてもよさそうなもの較分析（分野間比較）が活用されてもよさそうなもの
であるが、現状ではそうなっていない。

• シナリオ分析と因果関係の可視化は 合わせて用シナリオ分析と因果関係の可視化は、合わせて用
いることによる相乗効果が大きそうに思えるが、現
状ではそうなっていない。



社会技術研究の構造化社会技術研究の構造化

知 構造 タ• 知の構造化センター：NetVisLib
中山浩太郎助教

• 論文と論文の関係性に基づき構造化・可視化• 論文と論文の関係性に基づき構造化・可視化

• 研究に関する発想・着想を支援

– 単なる論文検索のツールではない単なる論文検索のツ ルではない



データベース上から論文を一つ選択



選択した論文が緑色で表示される

また、その論文の特徴が赤色で表示される



に関するアイテム

赤色の要素の詳細を表示できる



説明文を非表示に戻した上で、

赤色の要素をクリックする



その論文の特徴を共有する別の論文が現れる



その論文をクリックすると、特徴を表す別の要素
が現れる



その中で、特に、この赤い要素に注目



クリックすると、同じアプローチを用いた
別の論文が現れる



赤色の要素の詳細を表示できる



同じアプローチを用いた論文の一つを選択同じアプロ チを用いた論文の つを選択。
以降、これの繰り返し・・・。



研究発展 方向性研究発展の方向性



分野を超えた知の活用分野を超えた知の活用

• 社会技術研究の特長• 社会技術研究の特長

• 分野横断的な研究

• 一般的な方法論の構築

– 制度設計の方法論

– 社会技術（解決策）立案の方法論



原子力発電所事故に対する対策原子力発電所事故に対する対策

• ＳＰＥＥＤＩ（緊急時迅速放射能影響予測）• ＳＰＥＥＤＩ（緊急時迅速放射能影響予測）
ネットワーク

原子力発電所などから大量の放射性物原子力発電所などから大量の放射性物
質が放出される等の緊急事態時に、周辺
環境における放射性物質の大気中濃度
及び被曝線量などを 放出源情報 気象及び被曝線量などを、放出源情報、気象
条件及び地形データをもとに、迅速に予
測するシステム測するシステム



SARSに対する対策対する対策

• 航空測量大手のパスコは重症急性呼吸器症候
群（SARS サ ズ）の感染空間解析システムを群（SARS＝サーズ）の感染空間解析システムを
開発した。発症から1週間分のデータがあれば、
6週間後の感染エリアの拡大を見通すことができ6週間後の感染 リアの拡大を見通すことができ
るという。

「GIS」と呼ばれる地理情報システムを応用する「GIS」と呼ばれる地理情報システムを応用する。
まず1週間分の患者数とその所在地を入力。GIS
の地形や人口密度のデータを加味し、感染スの地形や人口密度のデ タを加味し、感染ス
ピードを算出する仕組み。エリア別に六週間後の
感染危険度をはじき出す。中国・北京市をモデル
にシステムを検証した 「最初の1週間のデ タをにシステムを検証した。「最初の1週間のデータを
使って6週間後の18区県の患者分布割合を予想
したところ、8割以上の近似値が確認できた」といしたところ、8割以上の近似値が確認できた」とい
う。 2003.06.19 日本経済新聞



類似性の発見

• 自分自身に対して機能を果たして
いない

–消防署の火事消防署の火事

–警察官の犯罪

–仲人の離婚

教育者の馬鹿息子–教育者の馬鹿息子



問題特性
生活の利便性追求と
安全性低下とのトレ ドオフ安全性低下とのトレードオフ

解決メカニズム解決メカニズム
ハザードのもつ危険性の削減

／利便性の制限

交通：大型貨物自動車への 水害：土砂災害防止法交通：大型貨物自動車への
速度抑制装置の義務付け

水害：土砂災害防止法
（開発の制限）



• 原問題＋既存の対策の問題＋土砂災害防止法

土砂災害防止法：原問題＋既存の対策の問題＋土砂災害防止法

土砂災害防止法

警戒 特別警戒地域を指定

警告避難態勢の強化
対処主体の明確化

警戒・特別警戒地域を指定

ハザードマップの作成・配布
開発制限・移転勧告

移転者への財政支援

社会的立地のニーズの高まり
土砂災害の危険性が
理解されていない

危険地域に人口・資産が進出している

対策工事が追いつかない

危険地域に強度が不十分な
宅地が存在している

対策工事が追いつかない

移転・補強にはコストがかかる

警告・避難体制に不備

土砂災害により人命・財産が損なわれる



• 問題特性１：問題特性１：

住宅等の立地ニーズが高まり，災害危険地
域へも人口や資産が進出した域へも人口や資産が進出した
→ 利便性の追求による安全性の低下

• 解決メカニズム１：解決

都道府県知事が災害危険度の高い区域を指
定し 当該区域における開発を制限する定し、当該区域における開発を制限する
→ 公的主体による安全性の確保／利便性
の制限の制限



• 問題特性２：問題特性２：
土砂災害の危険性が理解されていない
→ リスク認知・リスク情報の不足→ リスク認知・リスク情報の不足

ズ• 解決メカニズム２：

警戒・特別警戒地域の指定、ハザードマップ警戒 特別警戒地域の指定、 ザ ド ップ
の配布により土砂災害の危険性を理解させ
るる
→ リスク情報の提供によるリスク認知の向
上 危険行為の抑止上、危険行為の抑止





解決策の診断結果
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1 土砂災害防止法１ 1 1 1 1 1 1

2 土砂災害防止法２ 1 1 1 1 1 1

3 水防法 1 1 1 1 1 1

4 バリアフリー 1 1 1 1 1 14 バリアフリー 1 1 1 1 1 1

5 環境税 1 1 1 1

6 ロードプライシング 1 1 1 1

7 くらしのみちゾーン・トランジットモール 1 1 1 1

8 クールヴィズ、ワォームヴィズ 1 1 1 1
9 津波災害シミュレーター防災教育 1 1 1 1 1 1

10 外来生物法 1 1 1 1

11 アジア有害廃棄物不法輸出入防止ネットワーク 1 1 1 1 1 1 1

12 食品トレーサビリティ２ 1 1 1 1 1 1

13 CWAT 内部情報漏洩対策システム 1 1 1 1 1 1 1 113 CWAT 内部情報漏洩対策システム 1 1 1 1 1 1 1 1

14 そらプロジェクト 1 1 1 1 1

15 感染症シミュレーション２ 1 1 1 1

16 統合型地震シミュレーター 1 1 1 1 1 1

17 Nokeos 緊急時指揮支援システム 1 1 1 1 1 1
18 感染症シミュレーション１ 1 1 1 1

19 食品トレーサビリティ１ 1 1 1 1 1 1

20 Taspo 1 1 1 1



クラスター分析

• データをある方針のもとで類似しているいくつかの
かたまり（クラスタ ）にまとめる方法かたまり（クラスター）にまとめる方法

• 凝集型階層的クラスター分析：樹形図（dendrogram 
デ ド グラム）を構成するデンドログラム）を構成する

• 最短距離法、最長距離法、群平均法、重心法、メ
ディアン法、ウォード法
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問題特性に基づくクラスタリング問題特性に基づくクラスタリング

Black-Box --- data analysis on the WWW ---
http://aoki2.si.gunma-u.ac.jp/BlackBox/BlackBox.html



1 土砂災害防止法１

10 外来生物法

2 土砂災害防止法２

3 水防法

4 バリアフリー

9 津波災害シミュレーター防災教育

5 環境税
6 ロードプライシング

7 くらしのみちゾーン・トランジットモール
8 クールヴィズ、ワォームヴィズ

11 有害廃棄物不法輸出入防止ネットワーク

14 そらプロジェクト
15 感染症シミュレーション２15 感染症シミュレ ション２

16 統合型地震シミュレーター

13 CWAT 内部情報漏洩対策システム

17 Nokeos 緊急時指揮支援システム

18 感染症シミュレーション１

12 食品トレーサビリティ２

19 食品トレーサビリティ１

20 Taspo



解決メカニズムに基づくクラスタリング解決メカニズムに基づくクラスタリング

Black-Box --- data analysis on the WWW ---
http://aoki2.si.gunma-u.ac.jp/BlackBox/BlackBox.html



1 土砂災害防止法１
7 くらしのみちゾーン・トランジットモール

10 外来生物法

4 バリアフリー
9 津波災害シミュレーター防災教育

くらしのみちゾ ン トランジット ル

5 環境税
6 ロードプライシング

8 クールヴィズ、ワォームヴィズ

2 土砂災害防止法２
3 水防法

11 有害廃棄物不法輸出入防止ネットワーク
14 そらプロジェクト

15 感染症シミ レ ション２15 感染症シミュレーション２
18 感染症シミュレーション１
12 食品トレーサビリティ２

16 統合型地震シミュレーター

13 CWAT 内部情報漏洩対策システム

17 Nokeos 緊急時指揮支援システム

19 食品トレーサビリティ１

20 Taspo



1 土砂災害防止法１

2 土砂災害防止法２

10 外来生物法

1 土砂災害防止法１
7 くらしのみちゾーン・トランジットモール

10 外来生物法

2 土砂災害防止法２

3 水防法

4 バリアフリー

9 津波災害シミュレーター防災教育

4 バリアフリー

9 津波災害シミュレーター防災教育

7 くらしのみちゾ ン トランジットモ ル

9 津波災害シミュレ タ 防災教育

5 環境税

6 ロードプライシング

7 くらしのみちゾーン・トランジットモール

5 環境税

6 ロードプライシング

8 クールヴィズ、ワォームヴィズ
7 くらしのみちゾ ン・トランジットモ ル

8 クールヴィズ、ワォームヴィズ

11 有害廃棄物不法輸出入防止ネットワーク 2 土砂災害防止法２11 有害廃棄物不法輸出入防止ネットワ ク

14 そらプロジェクト

15 感染症シミュレーション２

3 水防法

11 有害廃棄物不法輸出入防止ネットワーク

14 そらプロジェクト

15 感染症シミ レ シ ン２16 統合型地震シミュレーター

13 CWAT 内部情報漏洩対策システム

17 N k 緊急時指揮支援シ テム

15 感染症シミュレーション２

18 感染症シミュレーション１

12 食品トレーサビリティ２

17 Nokeos 緊急時指揮支援システム

18 感染症シミュレーション１

12 食品トレ サビリティ２

16 統合型地震シミュレーター

13 CWAT 内部情報漏洩対策システム

17 Nokeos 緊急時指揮支援システム

12 食品トレーサビリティ２

19 食品トレーサビリティ１

20 Taspo 19 食品トレーサビリティ１

20 Taspo
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利便性の追求 8 3 2 1 0 2 0 1 8 0 0 0 0
悪意 4 0 3 0 1 0 1 0 0 2 1 1 2
リスク認知不足 7 2 5 2 0 0 0 0 5 2 0 0 0
情報不足 9 1 8 1 2 0 0 0 4 5 0 0 0
知識・能力の不足 2 0 2 0 2 0 0 0 0 2 0 0 1知識 能力の不足 2 0 2 0 2 0 0 0 0 2 0 0 1
急速な被害の拡大 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0
システムの複雑性 3 0 3 0 1 0 0 0 0 2 1 1 0
連携不足 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0連携不足 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0
無責任 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
不正行為 5 0 4 0 1 0 1 0 0 3 1 1 2
不適切な行動 10 4 3 2 0 2 0 1 10 0 0 0 0
対策が不適切 8 0 8 0 3 0 0 0 0 8 0 0 1
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リスク認知不足 1 4 
2 3 9 11 
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情報不足 1
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急速な被害の拡大 18 18急速な被害の拡大 18 18

システムの複雑性 12 16 19 16 12 16 19 19

連携不足 11 11

無責任 10 10

11 12 13
不正行為

11 12 13 
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不適切な行動 1 4 7 10 2 3 9 4 9 5 6 8
1 2 3 4 5 
6 7 8 9 

10 
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解決策リスト

1 土砂災害防止法１

2 土砂災害防止法２

3 水防法

4 バリアフリー

5 環境税

6 ロードプライシング

7 くらしのみちゾーン・トランジットモール

8 クールヴィズ、ワォームヴィズ

9 津波災害シミュレーター防災教育

10 外来生物法

11 アジア有害廃棄物不法輸出入防止ネットワーク

12 食品トレーサビリティ２

13 CWAT 内部情報漏洩対策システム

14 そらプロジェクト

15 感染症シミュレーション２

16 統合型地震シミュレーター

17 Nokeos 緊急時指揮支援システム

18 感染症シミュレーション１8 感染症シミ レ ション

19 食品トレーサビリティ１

20 Taspo



社会技術の実装の方法論構築社会技術の実装の方法論構築

本 パネ デ• 本日のパネルディスカッションのメインテーマ

• 社会技術の実装事例の分析

• 政治過程分析、意思決定過程分析

• 成功要因 失敗要因の抽出• 成功要因、失敗要因の抽出

パ 類• パターンの発見、類型化



社会技術と教育社会技術と教育



ケースメソッドとは（１）ケースメソッドとは（１）

カ バ ド大学経営大学院 年• アメリカのハーバード大学経営大学院で1900年
代の初頭に開発された。実践能力を高める効果
が優れていることから、欧米のいろいろな分野
の大学院で、重要な教育方法となっている。

• ある状況の説明文（ケース）をもとに、その後ど
のように対応すればよいかを 当事者の立場にのように対応すればよいかを、当事者の立場に
たって考えていくという教育方法である。従来の
講義形式の教育が完成された知識の習得を目講義形式の教育が完成された知識の習得を目
的としているのに対し、ケースメソッドは考える力
をつけることを目的としているをつけることを目的としている。
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ケースメソッドとは（２）ケースメソッドとは（２）

• 従来の講義形式の教育が完成された知識の
習得を目的としているのに対し、ケースメソッ習得を目的 る 対 、ケ ソッ
ドは考える力（実践的思考力；分析力,創造力,
論理力 判断力など）をつけることを目的とし論理力,判断力など）をつけることを目的とし
ている。

ビジネ 教育 世 バ ド大学• ビジネス教育の世界ではハーバード大学で
の採用/推進されているのが有名で, 日本で
は慶応ビジネススクールで採用されている。
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ケースメソッドによる教育と社会技術ケースメソッドによる教育と社会技術

• 社会技術研究（卒論・修論）の実施

問題分析手法 解決策立案手法等の活用– 問題分析手法、解決策立案手法等の活用

– 副産物：ケース、ティーチングノート

• ケースメソッドによる講義ケ スメソッドによる講義

– 社会技術研究の成果の学修

問題分析手法 解決策立案手法の学修– 問題分析手法、解決策立案手法の学修



社会技術の例： ESCO事業社会技術の例： ESCO事業
省エネ技術の国際的な技術移転

• ESCO（Energy Service Company）事業ESCO（Energy Service Company）事業

工場やビルの省エネルギーに関する包括的工場やビルの省エネルギーに関する包括的
なサービスを提供し、それまでの環境を損なう
ことなく省 ネルギ を実現し さらにはそのことなく省エネルギーを実現し、さらにはその
結果得られる省エネルギー効果を保証する事
業

61



ESCO事業の経費と利益配分
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•• 氷蓄熱システム氷蓄熱システム

電力消費の少ない夜間電力を用いて製氷し電力消費の少ない夜間電力を用いて製氷し、、それそれ
を溶かして冷房などに利用するシステムを溶かして冷房などに利用するシステムを溶かして冷房などに利用するシステムを溶かして冷房などに利用するシステム

夏の冷房負荷による偏った電力需要を平準化し夏の冷房負荷による偏った電力需要を平準化し、、
電力プラント電力プラントのの抑制 空調設備の小型化抑制 空調設備の小型化が図れが図れ電力プラント電力プラントのの抑制、空調設備の小型化抑制、空調設備の小型化が図れが図れ
る。特に、空調が消費エネルギーの約５割を占めるる。特に、空調が消費エネルギーの約５割を占める
ホテル等のビルで効果的ホテル等のビルで効果的ホテル等のビルで効果的ホテル等のビルで効果的

•• 省エネのための社会技術省エネのための社会技術

省エネ技術：氷蓄熱システム省エネ技術：氷蓄熱システム省エネ技術：氷蓄熱システム省エネ技術：氷蓄熱システム

ESCOESCO事業を可能とする制度整備：省エネ法事業を可能とする制度整備：省エネ法
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番号 日時 所属 名前

1 2008/12/4 JETRO実証事業交流会 実証事業関係者多数

2 2008/12/4 瀋陽市節能監察中心 Fan Hong
3 2008/12/5 清華大学（Yi Jiang） Yi Jiang
4 2008/12/5 沈阳乳业有限责任公司 Wang Jinpeng
5 2008/12/5 瀋陽航空学院 Martin Gehring
6 2008/12/5 JETRO大連事務所 石川毅

7 2008/12/6 NEDO 曲暁光

8 2008/12/8 Energy Foundation Ruiying Zhang
9 2008/12/9 北京市発展改革委員会 節能監察大隊 Xing Yu Quan9 2008/12/9 北京市発展改革委員会 節能監察大隊 Xing Yu Quan

10 2008/12/9 EMCA Tina Wang

11 2008/12/10 EU-China Energy and Environment 
Program Li Aizhenらg

12 2008/12/10 北京節能環境中心 Xiaolei Liu
13 2008/12/11 瀋陽恵涌供熱有限公司責任公司 Zhao Cheng
14 2008/12/11 Tsing Capital Ian Zhuら14 2008/12/11 Tsing Capital Ian Zhuら
15 2008/12/12 清華大学 Zhang Sheng Yuan
16 2007/12/6 九州電力 上妻正典ら
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省エネルギーが行われない要因省エネルギーが行われない要因

省エネルギ 意識が低いこと• 省エネルギー意識が低いこと
– 国の方針、教育が不十分

• 経済的メリットが小さい経済的メリットが小さい
– 電力料金は安く、固定料金制度
– 低コスト設備・機器がなく、投資が負担

ネルギ ザ の省 ネルギ 意識• エネルギーユーザーの省エネルギー意識
– 経済成長優先の風潮、規制、啓蒙活動が不十分

• 規制は不十分：• 規制は不十分：
– 罰則が不明確、省エネルギー基準がない、監督組織による管

理・規制が緩い

省エネルギ の促進政策も不十分• 省エネルギーの促進政策も不十分
– 財政支援制度不在、融通税制も限定的

– アジェンダ上の優先順位の低さ、行政指導者の省エネルギーアジェンダ上の優先順位の低さ、行政指導者の省エネルギ
意識の低さ



ESCO事業者が有する問題点ESCO事業者が有する問題点

事業者のキ パシテ 不足• ESCO事業者のキャパシティ不足
– 技術力やノウハウ、マンパワー不足

– サポート組織であるEMCAのバックアップ体制も
不十分

• 金融機関から融資を得られない
– ほとんどが中小企業、クレジットがないほとんどが中小企業、クレジットがない

• 一般製造業税が適用される
6%のサ ビス業税でなく 般製造業にする– 6%のサービス業税でなく、一般製造業にする
17％の「増値税」



エネルギーユーザーに属する問題点エネルギーユーザーに属する問題点

を知 な• ESCOを知らない

• 金融機関から融資を得られない金融機関から融資を得られない

– ESCO事業は複数年契約を締結する中長期事業、

デフォルトリスクが非常に高い 不確定要素が大デフォルトリスクが非常に高い、不確定要素が大
きい

短期回収が可能な投資しかしない• 短期回収が可能な投資しかしない

• 単純な設備や機器の交換などのハード面で単純な設備や機器の交換などのハ ド面で
の省エネルギーポテンシャルが数多く残され
ていてい



論点論点

も本質的な 点 何• 最も本質的な問題点は何か

• ESCOは中国で普及するだろうか

• 将来、ESCOが中国で普及する時がやってくる
としたら、今何をするべきか



社会技術に関する
部局横断的教育プログラム

• 可能性？

• カリキュラムカリキュラム

パ ト• パンフレット

• 部局横断型教育プログラム？



社会技術研究の発展社会技術研究の発展

• 社会技術研究論文集社会技術研究論文集

社会技術研究シ ポジウム クシ プ• 社会技術研究シンポジウム・ワークショップ

• 社会実装

• 教育

• 評価 組織 ・・・評価、組織、


